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永大産業グループでは、BCP（事業存続計画）に基づいて、人的被害
および業務への影響を最小限にとどめるための「大規模災害発生時
の初動対応マニュアル」を整備しています。このマニュアルでは今後
巨大地震等の大規模災害が発生した場合に備え、迅速かつ的確に行
動するための行動基準、災害対策本部設置の判断のほか、グループ
全従業員の安全確保、システム・生産設備復旧のための手順につい
てまとめています。

2021年度は本社に新たな物流倉
庫を建設し、運用を開始しました。
この新倉庫はBCPを見据え、大雨
による浸水の可能性を想定して、
倉庫全体の基礎の高さを通常より
も50cmかさ上げしたり、1基が故
障しても業務が滞らないよう2連

式の貨物用エレベーターを設置したりするなどの措置を施しています。
また、二次元コードを用いた新しい物流管理システムをこの物流倉庫に
も導入し、製品のトレーザビりティー（生産から出荷までの過程の追跡）
の明確化に役立てています。

被害最小化のための取り組み

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、株主の皆様やお客様を始めとするすべてのステークホルダーか
ら信頼され、社会から必要とされる魅力のある企業であり続けるため、
コーポレートガバナンスの強化・充実を経営上の重要課題として捉
え、次の５つの基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンス体
制の構築に努めてまいります。
①株主の権利・平等性の確保　②ステークホルダーとの適切な協働
③適切な情報開示と透明性の確保　④取締役会の責務
⑤株主との対話

内部統制システム構築の基本方針
当社は、10項目からなる「内部統制システム構築の基本方針」を定めて
います。この方針には、全ての取締役及び従業員がコンプライアンス
を遵守し、信頼性の向上に努めることや、当社グループに対するあらゆ
るリスクに備え、被害を最小限にとどめることで資産を適切に保全する
ことを明文化しています。さらに、監査が実効的に行われるための具体
的措置や反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方についても記し
ています。なお、この「内部統制システム構築の基本方針」は定期的に
見直しを行っています。

災害対策本部

災害対策本部長（社長）
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■ 災害対策本部体制図
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BCPを見据えた物流体制の強化

当社グループでは大規模な災害が発生した場合、災害対策本部を設
置し、グループ全体で素早い対応ができるよう体制を強化しました。災
害対策本部は本社に設置し、社長が本部長を務めますが、当社の事業
所あるいはグループ会社に被害が及ぶ場合は、事業所、グループ会社
にも現地災害対策本部を置き、本社の災害対策本部と連携を取って事
態の収拾にあたることとしています。

災害発生に対する体制を強化
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永大産業グループ企業行動憲章 コンプライアンス活動
永大産業グループにおけるコンプライアンスとは、基本理念や企業
行動憲章に沿って、全従業員が法令や社内規程等のルールを守るこ
とにとどまらず、社会的な良識に基づいて誠実に行動することです。
その一環として当社グループは、企業倫理やコンプライアンスに関
する姿勢や考え方を９項目にわたって「永大産業グループ企業行動
憲章」として定め、当社ホームページ上に掲載しています。

当社グループ全社でコンプライアンスを推進するため、「永大産
業グループコンプライアンス・マニュアル」を定めています。この
マニュアルには役員や従業員の果たすべき役割を明示している
ほか、コンプライアンス推進体制や、従業員として守るべき遵守
事項も定めています。

永大産業及びグループ会社のコンプライアンス責任者
（各部所課の長）

所属社員

教育・指導

統括室
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■ コンプライアンス推進体制図

知的財産の保全・管理
当社は知的財産を管理し、その権利を保護する目的で、知的財産管理
規程を制定し、この中で知的財産（発明等による成果物、著作物、営業秘
密、商標）を定義し、その適用範囲を定めています。また、新製品の発売
にあたっては、他社の権利を侵害しないよう、事前に綿密な調査を行う
とともに、競争力の強化を図るため権利の確保にも力を入れています。

連携

顧問弁護士

弁理士 連携

連携

取締役会

審議会（審査）

各部門

従業員知的財産管理部門

報告
承認

補償

報告 調査依頼
発明、考案、創作の届出

評価の提出

コーポレートガバナンスの体制図

現地災害対策本部
（敦賀、山口・平生事業所）
・本部長：生産管理室長
・委　員：工場長
　　　　生産技術課長
　　　　管理課長
　　　　製造課長
　　　　物流センター長
　　　　物流係長
　　　　労働組合支部長
　　　　ESS支店長
・事務局：総務課（長）

現地災害対策本部
（大阪事業所）
・本部長：内装システム事業部長
・委　員：工場長、内装商品部長
　　　　内装企画管理課長
　　　　製造改善室長
　　　　生産技術課長
　　　　工場管理課長
　　　　製造課長
　　　　物流センター長
　　　　労働組合支部長
　　　　ＥＳＳ支店長
・事務局：総務課（長）

現地災害対策本部
（EDI）
・本部長：社長
・委　員：開発製造部長
・事務局：管理部（長）

現地災害対策本部
（永大小名浜）
・本部長：社長
・委員　：取締役
　　　　各部門課長
・事務局：経営管理部長

現地災害対策本部
（EVC）
・本部長：社長
・委　員：製造部長
　　　　管理部長
・事務局：総務部（長）

現地災害対策本部
（関東住設産業）
・本部長：社長
・委員　：製造部長
　　　　マーケティング部長
　　　　生産管理部長
・事務局：経営管理部（長）

（敦賀）
（山口）

の取り組みESG




